
 

 

 

令和８年度愛媛県南予地域における世界農業遺産認定に向けた 

意識啓発イベント委託事業仕様書 

 

１ 事業名 

令和８年度愛媛県南予地域における世界農業遺産認定に向けた意識啓発イベン 

ト委託事業 

 

２ 事業の目的 

本事業は、日本農業遺産に認定された「愛媛・南予の柑橘農業システム」

（以下「本システム」という）の認知度向上及び世界農業遺産認定を目指し、

その価値と意義を地域内外に広く伝えることで、地域住民の理解と共感を深め

ることを目的とし、意識啓発活動を展開するとともに、本システムの認知度向

上と地域の一体的な取組みを促進する。 

 

３ 委託上限金額 1,650千円以内（消費税及び地方消費税 10％を含む。） 

 

４ 委 託 期 間  契約締結の日から令和９年３月 31日(水)まで 

 

５ 普及啓発イベント開催事業（事業内容） 

   ① 高校生による調査・研究活動支援業務 

本システムの地域への啓発を促進するため、次の世代を担う本システム

地域の高校生が調査研究活動を行うことで、本システムの価値を再認識し、

地域への帰属意識を高めるとともに、下記②のイベントで活動成果を発表

することにより、他の生徒等に普及展開する。 

ア 対 象 者：別途実施する「令和８年度愛媛・南予地域の農業遺産に関す

る調査・研究活動支援事業」で採択された高校（グループ） 

イ 実施方法 

(ｱ) 高校の要望に応じ、撮影・編集、発表資料作成等の支援を行うこと。 

(ｲ) 下記②のイベントで活動結果を発表する機会を設けること。 

(ｳ) 上記①の対象者については、企画採用後に協議した上で決定するため、

提案段階で接触しないこと。ただし、企画内容を踏まえ、適任と考え

る者を提案することは差し支えない。 

 

② 農業遺産普及啓発イベント開催業務 

  上記①の活動成果の発表等を行うイベントを実施する。 

ア 対 象 者：一般県民 

イ 開催時期：上記①の活動結果の発表に支障がない時期とすること。 

ウ 実施回数：１回 



 

 

 

エ 開催会場：八幡浜みなっと みなと交流館 多目的ホール 

※1月 30日（土）、2月 6日（土）の会場を仮予約しているが、本事業の

趣旨を鑑み、より効果的に開催できる場合は、開催時期及び会場につい

て自由に提案することができる。 

オ 実施方法 

(ｱ) 普及啓発イベントでは、少なくとも以下の内容を盛り込むこと。 

・上記①の活動成果の発表 

※本事業の趣旨を鑑み、より効果的な開催方法があれば自由に提案する

こと。 

(ｲ) 上記以外に、世界農業遺産の認定に向けた機運醸成に寄与する企画や

追加で実施するイベント提案があれば企画書に盛り込むこと。 

(ｳ) 参加する生徒等が主体的かつ積極的に活動できるような事業設計とす

ること。 

(ｴ) 普及啓発イベントの内容を収録し、ホームページや YouTube等で公開で

きる形式で納品すること。 

  ※DVDでの納品に限らず、データ送付による納品も可とする。 

オ 周知 

(ｱ) 集客に係る告知や、広報等の取組みを提案に含めること。 

(ｲ) チラシ等の作成及び配布 

・フォーラムの開催内容を効果的に周知するため、チラシ、ポスター、

SNS 広告、Web 広告、関係団体への周知依頼、その他の広報手法を用

いた集客効果が見込まれる方法を提案し、実施すること。 

・チラシを作成する場合は、次の仕様を基本とする。 

 仕  様：Ａ４両面印刷（カラー） 

 印刷枚数：5,000枚程度 

・ただし、チラシ以外の手法と組み合わせることにより、同等以上の周

知効果が期待できる場合は、発注者と協議の上、チラシの作成枚数を

減じることも可とする。 

・作成したチラシは、別途、発注者が提供する配布計画に基づき配布す

ること。 

カ 注意点 

上記①の活動結果以外に有識者による講演等をプログラムに組み込む

場合は、企画採用後に発注者と協議した上で当該講師を決定することか

ら、提案段階で接触しないこと。ただし、企画内容を踏まえ、適任と考

える者を提案することは差し支えない。 

   ③ その他 

ア 上記以外に追加する独自提案については、別途協議の上決定する。 

イ 感染症対策は各ガイドラインに準じ、必要に応じて対策を講じること。 



 

 

 

ウ 講師等への謝金及び旅費は、愛媛県が定める各規則等を準用するなど、

適正に算定すること。 

エ 本件以外に愛媛県や発注者が実施する関連事業についても、相乗効果を

図るため、誠実に協力すること。 

  

６ 事業計画書及び報告の提出 

 （１）受託者は、契約締結後遅滞なく受託者が提案した企画提案書をもとに、具体

的な業務内容について発注者と協議の上、委託契約書に定める「事業計画書」

を作成して発注者に提出すること。 

 （２）委託業務完了後、委託契約書に定める「実績報告書」を作成し、発注者の検

査を受けること。 

 （３）発注者は、必要がある場合は、受託者に対して委託業務の処理状況について

調査し、又は報告を求めることができる。 

 

７ 再委託の可否 

受託者は、業務の一部を第三者に再委託することができる。その場合は、再委託

先ごとの業務内容、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書面

にて報告し、発注者の承諾を得なければならない。 

 

８ 秘密保持及び個人情報の保護 

 （１）秘密保持 

① 本件業務に関し、受託者が発注者に提出した計画書等は、本件委託業務以外

の目的で使用しない。 

② 本件業務に関し、受託者が発注者から受領又は閲覧した資料等は、発注者の

了解なく公表又は使用してはならない。 

③ 受託者は、本件業務で知り得た業務上の秘密を保持しなければならない。 

 （２）個人情報の保護 

    個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

等関係規程に準じて取り扱うこととし、受託者は本件業務（再委託した場合を

含む。）を履行する上で、個人情報を扱う場合は個人情報の保護に関する法律

等関係規程を遵守しなければならない。この取扱いは、本委託業務の一部を第

三者に委託し、又は請け負わせる場合においても適用することとし、受託者の

責任においてその者に順守させなければならない。 

    なお、個人情報の取扱いについて疑義がある場合は、発注者に協議すること。 

 （３）その他 

    その他、秘密保持及び個人情報の保護に関し、愛媛県が定める取扱いに準じ

ること。 

 



 

 

 

９ その他 

 （１）本件業務に関して受託者が作成した成果物に関する全ての著作権（著作権法

（昭和45年法律第48号）第27条及び第28条の権利を含む。）について、委託

料が完納された時点で発注者に譲渡すること。また、この規定にかかわらず、

発注者が必要と認めるときは、委託料完納前であっても受託者が作成した成

果物を無償で利用できるものとする。 

 （２）本仕様書に定める以外の事項については、発注者の指示に従うこと。 

 （３）本件業務に関する補償・経費等の一切は、受託者において負担すること。 


